
経済産業省における防災・耐震化関連施策 

（原子力・安全保安院関連を除く） 

 

平成２４年３月７日 

中国経済産業局 

 

１．緊急時に備えた燃料供給体制の確立  

（１）災害対応型拠点石油基地整備事業【平成２４年度予算案６８億円】 

  各地域で石油の供給拠点となる石油基地の災害時対応能力を強化し、大

規模災害発生時に被災地に石油製品を確実に供給できる体制を整備。 

 

（２）災害対応型中核給油所等整備事業【平成２４年度予算案５７億円】 

ＳＳ（サービスステーション）の災害時対応能力を強化する制度を拡充し、

緊急時の地域における石油製品の安定供給体制を整備。 

◆中国地域の災害対応型給油所は現在２５ヶ所（全国２７０ヶ所） 

 

（３）ガス導管劣化検査等支援事業【平成２４年度予算案１０億円】 

  腐食や地震による破損等を原因とするガス漏れの可能性が高い経年埋設

内管の交換・修繕を補助。 

 

２．工業用水道施設の耐震化の検討  

東日本大震災の際に工業用水道施設に甚大な破損が発生したことから、今

後の災害に備えた工業用水施設の耐震化や支援のあり方について検討中。 

 

３．サプライチェーンの中核分野のリスク分散化等災害対応力の強化 

（１）国内立地推進事業費補助金【平成２３年度第３次補正３，３００億円】 

供給網（サプライチェーン）の中核分野となる代替が効かない部品・素材

分野と、我が国の将来の雇用を支える高付加価値の成長分野における生産拠

点に対して国内立地補助を措置。 

◆１次公募の採択状況：中国地域２７件（全国２４５件） ２次公募：４月上旬～（予定） 

◆テルモ山口㈱の事例（一次公募採択） 

テルモ社の生産拠点が静岡県及び山梨県に集中しており、災害時のＢＣＰの観点から生産拠

点を多極化するため、山口県に新たに工場を立地。 



災害対応型拠点石油基地整備事業【復興】 
６７．６億円（新規） 

資源エネルギー庁 石油精製備蓄課 
03-3501-1993 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

○東日本大震災において、地震や津波、火災により石油製品の
供給拠点である油槽所等の製品出荷機能が被災し、被災地等
への石油製品の迅速な供給に大きな支障が生じました。 

 
○今次震災を踏まえ、各地域の供給拠点となる石油基地を選定

し、大規模災害時にも被災地等へ石油製品を迅速に供給でき
るよう、出荷設備の耐震・対津波対策の実施、ドラム缶出荷
設備の整備、災害時情報システムの導入等、災害対応能力の
抜本的強化に係る支援を実施します。 

補助 
（定額、2/3） 

補助（定額） 

国 民間団体等 石油事業者等 

 
  

事業イメージ 
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・出荷設備の増強・耐震対策等 

・ドラム缶出荷設備の整備等 

・電気系統の防水対策 

・災害時情報システムの導入 等 

災害対応能力強化 

震災直後から被災地等に石油を確実に供給
できるようにするための体制整備 



 
 
 

災害対応型中核給油所等整備事業 
 ５６．７億円（新規） 

国 

補助 
（定額） 

民間団体
等 

 
 
 
 

事業の内容 事業イメージ 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

揮発油販
売業者等 

補助 
（定額、２／３、１／２） 

資源エネルギー庁 石油流通課 
０３－３５０１－１３２０ 

○今般の東日本大震災では、停電等で多くのＳＳ 

 （サービスステーション）が稼働停止に追い込まれた 

 ことから、石油製品の供給に支障が生じ、救援活動 

 や復旧活動等に影響を与えました。 

○この東日本大震災の教訓を踏まえ、全国的な防災、 

 減災の観点から、地域における石油製品の供給体 

 制の災害対応能力を強化していくことが重要です。 

○そのため、自家発電設備を設置するなど、ＳＳの災 

 害対応能力を強化し、地域において石油製品を供給  

 する拠点となるＳＳ等を整備します。 

①中核型ＳＳ 

③災害対応型ＳＳ 

④周辺ＳＳ支援拠点 

自家発電設備、情報伝達機
器等の設置 

携行缶、自家発電設備、 
可搬式ポンプ等を複数常備 

自家発電設備、情報伝
達機器等の設置 

大型地下タンクへの入換等 

灯油配送センター

②配送、備蓄補完拠点 

地上タンクの増強、
ローリー配備等 

営業再開に必要な 
機器の運搬、設置 

稼働不能ＳＳ 

■備蓄機能等を強化する等、地域の石油製品の供給 

 拠点としてのSS等の強化 

協力体制 
地方自治体 元売 

県石油組合（ＳＳ事業者） 

医療機関、 
避難所等 

国 

設備導入に係るイニシャ
ルコストを支援 

災害時において、石油の安定供給を確保するため、地域ごとに体制を構築 



 
 
 
○公共の安全を確保するため、腐食や地震による破損等を原因と

するガス漏れの可能性が特に高い、需要家敷地内に埋設された
腐食のおそれのある経年埋設内管の交換・修繕に必要な土木工
事費等（需要家資産である経年埋設内管の取替に直接要する経
費（配管の材料費、切断費、溶接工事費）を除く。）の一部を
補助します。 

 
○対象建物は、保安上重要な公共性の高い建物、不特定多数の人

が集まる建物及び万が一事故が発生した場合に影響が大きい建
物です。具体的には地下街、地下室、学校、病院、その他鉄筋
系建物等です。 

 
○平成19年1月に北海道北見市で発生したＣＯを含むガス漏れ事

故を受けて、経年内管の改善については、「保安上重要な建物
について可能な限り2015年度（平成27年度）までに完了するこ
とを目指す」こととしました。 

 
 

ガス導管劣化検査等支援事業 
９．９億円 （１２．０億円） 

資源エネルギー庁 ガス市場整備課 
03-3501-2963 

国 

補助（定額(10/10)） 

民間団体等 

事業の内容 

事業の概要・目的 

条件（対象者、対象行為、補助率等） 

ガスの需要家 

補助（1/2） 

20FY実績 
 308万t-CO2 

 

【白ガス管（埋設前）】 

 
 
 
 
 

 
 
 
【長期間の埋設により腐食した白ガス管】 

     
 
 
 

 
 
 
【改善工事で埋設されるポリエチレン管（埋設前）】 
 
 
 
 
 

 
 
 
【北見市のガス漏れ事故発生場所から破断した状態で発掘された 
 ねずみ鋳鉄管】 
 

 

事業イメージ 
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